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近世上田における在方市場の形成と展開
── 「在町商物一件」をめぐって ──
長 谷 部　　　　　弘＊
Abstract
　　The purpose of this paper is to discuss the development of local peasant trade under the governance of Ueda 
Domain in the 17-19th Centuries’ Japan.　Trade business in Ueda region germinated with the construction of 
Ueda Domain’s castle town, and some merchants in the town got exclusive trading privileges in return for the 
subjection to the Lord.　Peasant merchants, so called “Zaikata-Shonin”, which lived in the rural area, started to 
seek their new business at the outside of the castle town in early 18th Century.　 Some rural merchants lived in 
the villages nearby the castle town, started to produce and deal the cotton goods, and later such products spread 
rapidly throughout Japan.　Besides, the other rural peasants lived mainly in the Kami-Shiojiri village and their 
neighbors, set about the trade of silkworm-eggs and expanded their sales to the outside of the Ueda Domain.　
The rapid and multiple growth of these peasant trading caused a series of commercial disputes, known as the 
“Zaikata-Akinaimono-Ikken”.　These conflicts occurred in 1762, and was finally terminated in 1843.　In the 
final settlement of the conflicts, the Ueda Domain Government issued the de facto free trade permission to the 
rural peasant merchants, while maintaining town merchants’ privilege scheme. 
　1.　問題の所在
明治維新以前の徳川時代にあって，社会全体
の市場経済化は 18世紀後半の「宝暦・天明期」
以降大きく進展した。この時期，三都市場と呼
ばれる江戸，京都，大坂を結ぶ流通の大動脈の
拡大とともに，それまで各地方の両取引の結節
点であった城下や「町方」のみならず，「在方」
として扱われていた農山漁村の地域において
も，百姓農家層による，複合生業的な商業活動
や市場活動が，多様で複雑な地域性を持ちつつ
拡大深化しはじめた。本稿では，このような地
方「在方」商人の市場経済活動のありようを，
信州上田地方（現在の長野県上田市）の事例に
即して検討してみる。
当該地域の在方市場の展開の事例は，すでに
従来の在方商業をめぐる研究史において幾度か
取り上げられている1）。再度ここで取り上げる
＊　東北大学大学院経済学研究科教授
 1）　上田藩領において城下の問屋商人層とその
周辺の「在方」で「商い」を行う百姓農家層と
の間に生じた「在町商物一件」については，安
藤精一『近世在方商業の研究』（吉川弘文館，
1958年）と雨宮由幾「藩流通構造の変化につ
いての一考察─信州上田藩を素材として」（寶
月圭吾先生還暦記念会編『日本社会経済史研究
─近世篇』所収。吉川弘文館，1967年），同「信
州上田藩宝暦騒動の考察」（お茶の水女子大学
比較歴史学講座読史会『御茶の水史学』第 8巻，
1965年 12月）等の研究によって，その紛争の
内容や歴史的帰趨についての大枠はすでに明
らかとされているといってよい。特に安藤の研
究は，近世の城下町や「町」方以外の農村地域
における百姓層の商人活動を「在方商業」と位
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理由は，第一に従来の在方商業論が必ずしも藩
領主側の幕藩体制的な市場経済統治の論理とそ
の歴史的変化との関わりで扱われてきてはいな
いこと，第二に農村社会の市場経済化として展
開した在方商業と城下問屋層による商業活動と
の間に生じていた商権をめぐる利害対立と軋轢
の構造が必ずしも自覚的に論じられてきていな
いこと，そして第三に同時期上田藩領内の在方
置づけ，その拡大発展が城下町ないし町方の商
業との対立を生み出しながら新たな市場世界
を生み出していく歴史的傾向性について，日本
各地の数多くの地域事例に基づきながら初め
て本格的に論じたものである。それらの在方商
業の研究は，藤田五郎以来の豪農論や佐々木潤
之介の幕末社会論等の問題意識と呼応しなが
ら，1960～70年代の日本史研究の分野におけ
る「幕藩体制」下の商品経済の発展と「民衆」
の歴史的役割の解明という文脈で，在方商業と
町方商業の関係（対立・妥協・展開）が論じら
れることとなった。18世紀後半「宝暦・天明期」
の都市と農村における商取引活動の活発な展
開が幕藩制支配に大きな構造的転換をもたら
したとする中井信彦の研究（『転換期幕藩制の
研究』塙書房，1971年）も，そのような大き
な研究史の中に位置づけられるといってよい。
その後，日本史研究や経済史研究の世界におい
て「幕藩体制」論的立論が次第に希薄となると
ともに，このような在方商業に対する研究史上
の問題関心は急速に消滅したようにみえる。し
かし，18世紀後半に本格化する日本列島内部
の市場経済化過程において，その担い手である
農村地域の百姓身分の農家層がいったいどの
ような存在であったかについての議論は研究
史上依然として存在し続けている。筆者は当該
時期の百姓農家層が広範にその複合的生業活
動として農村工業と商人活動に参入しはじめ
る観点から「在方商業」を再検討する必要性が
あると考えているのだが，上田地方について
は，特に綿関連商品（繰綿と綿糸）の流通チャ
ンネルを巡る城下問屋層と在方商人（百姓）の
商権対立および蚕種製造と販売に関わる蚕種
家たちの当該問題への参与，という論点が詰め
て議論されなければならない。
の市場経済活動の一環として台頭する「蚕種商
人」達の存在が在方商業との関わりで論じられ
てこなかったこと，の三つである。
以下，まず，17世紀上田藩仙石氏領下にお
ける「幕藩体制的市場経済」の基本形を確認し，
次に 18世紀半ばにおける「在方」商業の展開
とそこで生じた「在町商方一件」発生の構図に
ついて論じ，最後に寛政年間から天保年間にお
けるこの一件の歴史的位置付けを論じてみる。
　2.　 信州上田藩領下における幕藩体制的市場
経済
2-1.　 上田藩領の領主変遷と幕藩体制的市場経
済
市場経済形成の視点から見ると，「幕藩体制」
的な支配制度・秩序のもとに統治・運営されて
いた地方の藩領内の統治支配の論理は，必ずし
も市場経済的活動一般に対して親和的であった
とはいえない。この統治支配秩序の論理が，特
に非市場経済的性格が強かった農山漁村地域に
おいて，拡大深化する市場活動との間に生み出
すこととなった様々な軋轢の構造とその変化を
明らかにすることは，近世社会における市場経
済形成史研究の中心的課題の一つをなす。18
世紀初頭まで，各地の藩領域における市場経済
統治の構造は，市場経済活動の中心を城下の町
場に制限し，城下以外の農村地域を「郡」，「郷」，
「在方」と一括して百姓農家層の非市場経済的
な生業地域として取り扱おうとするものであっ
た。いわゆる「幕藩体制」的な市場経済である。
しかし，18世紀後半の「宝暦・天明期」以降，
それまで「農業を専一」にすべきものとされて
きた，それら非市場経済的な生業地域の百姓農
家層が，「必要であれば何でもやる」複合的生
業活動の一環として，市場向けの生業活動を一
斉に行いはじめた。それは，従来の「幕藩体制
的」な市場構造の外側に「在方」という新たな
市場経済活動の舞台形成を促すこととなり，そ
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の拡大深化の度合いが高まるにつれ，従来の「幕
藩体制的」市場経済の構造との間に軋轢を生じ
させることとなった。城下・町方の問屋商人層
と在方の商人活動を行う百姓農家層との間に生
じた商権をめぐる対立の問題がそれである。
実際，18世紀後半の「宝暦・天明期」以降，
幕末期に至るまで，全国各地の「在方」商業が
展開した地域において，城下と在方の商権をめ
ぐる紛争が様々な形態で発生した。そして，そ
の紛争案件の多くが，最終的に藩権力による裁
許によって，城下の商人層の権益を保護しつつ
も，実質的に「在方」百姓層による商人活動の
黙認ないし是認という落としどころに結果し
た。われわれはこのような事実の中に，歴史的
に不可逆的な「市場経済化」の傾向性を読み取
るわけであるが，同時に城下の商人層に対する
権益保護は幕末維新期に至るまで消滅すること
はなかったという事実にも着目する必要があ
る。それが「幕藩体制的」市場経済の特性であ
り，近世期における市場経済化にとっての歴史
的制約条件でもあったからである。
ところで，上田地方は，天正年間以降真田氏
の支配のもとで城下および領国形成が行われて
きた地域である。真田氏が 1622（元和 8）年に
松代へと転封され，入れ替わりに，小諸から仙
石氏が入封して以降，1708（宝永 3）年にいた
るまでの 84年間，忠政，政俊，政明の三代に
わたって上田の領国を支配した。入封時に徳川
幕府の厚い庇護のもとに企てられた築城と城下
の整備は不充分にとどまったとはいえ，その領
国支配の制度的な枠組みは仙石氏の支配を引き
継いだ松平氏の支配の下で維新期まで継続し
た。特に城下や在方の領国支配統治に関する基
本的枠組みは，この仙石氏時代に形成・整備さ
れたものであると考えてよい。上田における，
藩権力が市場経済活動の中心を宿駅制下の城下
問屋層と各種店持商人達および原町・海野町両
町で開かれる定期市の活動に限定し，それ以外
の農村地域を「在方」として括り，市場取引や
商取引を極力制限しようとした「幕藩体制的」
な領国支配統治の典型的な姿は，17世紀仙石
氏領時代に作り出されたものだったのである。
1706（宝永 3）年，但馬国出石へと転封せし
めれた仙石氏と入れ替わりに，上田には但馬国
から藤井松平系の松平伊賀守（忠周）が入封し
た。松平忠周は，幕政にかかわる譜代大名とし
て本領上田 4.8万石＋川中島 1万石を拝領し，
これを統治した。その嫡子忠愛の代替わり後の
1730（享保 15）年に，弟忠容が塩崎領旗本と
して分家したが，その領地は川中島分領の内 5
千石が分地されたものであった。以後，上田松
平氏は伊賀守として城下を中心に上田領と川中
島領合わせて 5.3万石の領地を，初代忠周から，
忠愛，忠順，忠済，忠学，忠優（忠固），忠礼
にいたるまで七代にわたって統治し，維新後の
廃藩置県に至る。この間，直系の相続継承は忠
済までで，その後は，忠学が分家塩崎松平家か
らの養子相続，さらに忠優が姫路酒井氏からの
養子相続となる。そのような松平氏上田藩の家
政の動向は，忠愛以降忠学にいたる 18世紀半
ばから 19世紀初めまでの時代，一方において
幕政への参与と貢献，他方において宝暦の大一
揆に象徴される領内統治の失敗や藩政改革に無
頓着な守旧的統治行政の持続という藩政史を生
み出した。領内の在方商業が拡大し，城下の問
屋・店持ち商人層と城下周辺の在町・在方百姓
商人層との間で「在町商物一件」が発生したの
はこの時期のことである。
1830（天保元）年に藩主を嗣いだ忠優（忠固）
は積極的に幕政に参与し，その子忠礼とともに，
幕末維新期の幕政に一定の歴史的役回りを演じ
た。同時にこの時期，上田藩の領内統治におい
ても，郷方支配の改革，産物会所の設置と流通
政策の展開，改作法等農村改革の推進など，多
方面にわたる積極的な改革が進められた。1843
（天保 14）年の最後の「在町商物一件」はこの
ような歴史的状況下発生したものだったのであ
る。
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2-2.　 17世紀仙石氏領時代における上田城下の
商取引と「市」
上田藩による市場流通活動の管理統治は，仙
石氏が先領地の小諸領の仕法を導入したとされ
る割番による在方村々の「組」支配とあわせ，
17世紀半ば以降城下の統治を進める中で作り
出されたものと考えられる2）。同時代の多くの
諸藩と同様，上田藩における商人達の市場活動
の中心舞台は，あくまで城下の町方におかれて
いた。城下の町方商人達に対する商取引規制は
1690年代にいたるまで，基本的に「商い」へ
の精勤を説諭する以外には積極的に打ち出され
た形跡がなく，1697（元禄 10）年の町分申触条々
においてはじめて，高利益を戒め，組を作って
の商取引の禁止，利子は 2～3割，債務および
手形証文等の履行，盗品等と思われる不当な商
品の買入禁止など市場活動における取引規制が
出されることとなった 3）。その意味でこの条々
にみられる城下取引規制は，上田城下の商人達
による商取引活動の活発化を象徴するもので
あったともいえよう。
18世紀初頭に入封した松平氏が仙石氏から
 2）　仙石氏の上田領内統治の手法は，先領地小
諸領において施行していたものを導入したも
のとされ，領内を 8つの組，すなわち，塩尻
組（12ヶ村），塩田組（22ヶ村），国分寺組（13ヶ
村），浦野組（15ヶ村），大泉組（11ヶ村），洗
馬組（11ヶ村），田中組（18ヶ村）に束ね，そ
の他に城下，武石村，そして組名をつけない川
中島（8ヶ村）をそれぞれ支配単位として設定
した。旧『上田市史』上（1940年），634頁を
参照。
 3）　仙石氏領時代の施政条目は，寛文 3（1663）
年以降のものしか残存していない。条目に商人
の商売精勤の戒めが登場するのが，寛文 10
（1670）以降のことであり，上田城下における
市場経済活動が活発化するのは，17世紀末葉
からであると考えることが出来る。なお，諸施
政条目については，前掲の旧『上田市史』上
（1940年），635～654頁を参照。
引き継いだ上田城下は，すでに北国街道往還の
宿場であり，街道沿いに東側の踏入村・常田村
から入って横町，海野町，原町，柳町，そして
紺屋町を経て鎌原村へと抜ける「宿場」として
の都市構造が形成されていた。それらの主要な
町々のほかにも鍛冶町をはじめ幾つかの職人や
商人の居住区に特化した町々に区割りされ，周
辺の在方の村々とは異なる町奉行配下に置かれ
ていた。実際の行政支配事務は町毎に置かれた
町年寄の責任によって行われていたのだが，こ
の町々の中では，特に海野町，原町の両町に宿
駅制下の問屋が置かれ，参勤交代時の陸上運輸
を担う宿駅制下の責任主体として機能すると共
に，その輸送体系と結びつきながら進展する市
場活動の結節点としても機能していた4）。町割
（行政区域）自身は，以後「在町商物一件」の
影響もあって，常田村や房山村その他周辺村を
も包含しながら 19世紀の天保年間までの間に
若干の変化を見せるのだが，その原型は 17世
紀仙石氏領時代にほぼできあがっていたと考え
てよい。
宿駅制度下の上田城下は，17世紀後半の寛
文期頃までには，城下商人達による市場取引が
だいぶ活発化していたと考えられる。まず，こ
の時期の城下と領内の市場取引の状況を探って
みよう5）。上田領内では，すでに戦国期から月
 4）　信州上田（現在の長野県上田市）の城下に
おける市場経済活動は，いわゆる「北国街道（信
濃地方の呼称）」筋の近世的宿駅制度との接合
の中で進展したと考えられなければならない。
上越から長野を経，追分で中山道と合流して，
小諸，軽井沢，そして松井田へといたるこの街
道は，近世期において日本海側と太平洋側を結
ぶ物流の動脈的役割の一つをはたすものであ
り，上田城下に置かれた宿駅の問屋は，大名行
列に象徴される領主層の輸送交通需要を第一
として運営される近世的運輸交通制度の実質
的担い手として，藩の城下統治上，不可欠の存
在であった（古川貞雄・華ヶ前盛明編『北国街
道─東北信濃と上越』吉川弘文館，2003年）
 5）　参照した文献は，滝沢家「原町問屋日記」（上
─　　─27 （　　）159
六回の市が立つ六斎市がたち，それが上田城下
の定期市へと引き継がれたといわれる。定期市
が開かれた城下の海野町と原町は，そもそも真
田氏領時代に真田氏と縁の深い海野郷，原郷か
ら上田へと移住した商人達によって作られた町
であった6）。仙石氏領時代には，この北国街道
筋の両町とともに上田と松本を結ぶ保福寺道の
拠点であった馬越村の浦野宿にも定期市が開設
されており，領内ではこれら 3つの定期市に
よってほぼ連日，市場取引活動が行われていた
といわれる。
ちなみに，元禄 8（1695）年の記録に「当春
中より奉願上候通，海野町市日朔日六日十一日
十六日廿一日廿六日ニ前々より立来申候所ニ近
年別而立不申候ニ付，三日八日十三日十八日廿
三日廿八日ニ御立替被遊被下候ニ奉願候，三八ニ
被為仰付被下候ハゝ市も繁盛仕可申与奉存候」
とあり，この年の春に初めて，海野町の市立日
を従来の一と六の日から三と八の日に変更する
願いが藩に対して出され始めた。これは，隣接
する原町の市立日が五の日と十の日であるた
め，2日ないし 3日に一度城下で市立日が設定
されるように変更したものであり，一定の合理
性を持つ変更プランであったと考えられる。し
かし藩側はこの願いを容易に聞き入れなかっ
た。それは，17世紀半ばまでに編成されてい
た仙石氏領内の定期市秩序が，運野町（一と六），
原町（五と十），馬越村（四と九），保野村（三
と八），前山村（二と七）というように領内の
どこかで連日市が立つよう編成されていたから
であり，藩はその既存の秩序を改めようとは考
田市立博物館蔵）および上田市立上田図書館蔵
「原町問屋日記抜書　商工一（自寛文四年至宝
永七年）」である。後者は，旧『上田市史』（1940
年）の編纂史料として抜粋筆写されたものであ
り，本稿の執筆時に享保 5年以前の記録につ
いて「原町問屋日記」を利用することが叶わな
かったため，その代替資料として依拠した。
 6）　上田小県史刊行会篇『上田小県誌 下』（1960
年）593頁。
えなかったのである7）。このような点に市場経
済活動にさほど親和性を持たない藩権力の性格
が示されているといえよう。
17世紀後半の寛文年間から元禄年間にかけ
て城下の定期市で取引されるようになっていた
商品はかなり多様性に富んでいる。「原町問屋
日記」の記載からも，糀や酢など醸造関連物品，
飴，蒟蒻，ところてん，渋紙，真綿，白袖，な
どを拾い上げることが出来る。これらの品目の
多くは取引規制の対象となっているものであ
り，実際に定期市において取引される商品は規
制品を超えて多岐にわたっていたと考えるべき
であろう。定期市では，城下の商人のみならず，
在々の百姓農家層が様々な物品を小売に出し，
直接の相対取引を行っていたと考えられるから
である。
この時期の仙石氏による領内市場の管理統治
原則は，主要取引商品に関する市場取引活動を
城下の市場に限定するとともに，その取引活動
の中心を城下在住の領内商人に限定しようとす
るところにあった。たとえば，有名な天和 3
（1683）年 9月に藩から出された規定には，紬・
木綿布，米・大豆・蕎麦，鳥類諸商品について，
「右之品々両町（原町・海野町）市場ニて相調
可申候」として，原町と海野町両町の定期市に
おいてのみ取引するよう命じ，さらに「相背き
町はづれニて買候者可為曲事」として，両町の
定期市以外（＝「町はづれ」）での取引は違法（＝
「曲事」）であるとして禁止している。これは，
 7）　『上田小県誌』では，保野村と前山村の市は
すでに寛文延宝期に消滅しており，この願いが
出された元禄年間にはすでに上田藩の領内定
期市秩序が崩壊していたという理解に立って
いるが，『上田市誌・⑩ 城下町上田』（2002年）
では，宝永 3（1706）年「差出帳」の領内定期
市に関する記載を根拠として両村定期市存続
説をとり，海野町の市立日変更願を城下両町に
よる領内定期市の城下集中策と解釈している。
本論文では，当面後者の解釈の立場に立って考
えるのが適切であろうと判断している。
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当時の上田の主要物産の取引を城下の市に集中
させることによって，取引および流通を管理し
ようとしたものであろう。さらに城下の商人達
に対しては，藩領域内全般における自由で均質
な取引機会を保証するのではなく，むしろ逆に，
海野町と原町の市場以外の在々に出向いて仕入
れる「出買」取引を原則禁止していた8）。さらに，
領外の商人達に対しては，城下の商人達の要求
によってその取引活動全体を排除していたので
ある。たとえば，寛文 10（1670）年の事例で
は「在々へ他処より商人一切入申間敷候，無拠
儀にて来候ハ，其品々所之庄屋組頭逐吟味其上
代官へ相達指図次第売買可仕候事」とされ，ま
ずは領外の商人たちが領内に入ってくること一
切が禁止され，たとえ特別な事情（＝「無拠義」）
で来領して取引を行うような場合であっても，
村役人の吟味と代官への報告をした上でその指
図に従い，売買取引を行われなければならな
かった9）。
しかし，藩の市場統治能力の限界から，他領
からの商人流入という大きな動きを止めること
は出来なかった。たとえば元禄 2（1689）年 11
月には城下両町から藩に対し「他領商人互ニ入
込商売仕候ニ付当地小売之者共迷惑仕候段申上
候事」なる訴えが出され10），さらに翌元禄 3
（1690）年正月 22日には，原町と海野町の両町
商人達から両町の寄合所に他領からの入り込み
商人の小売活動を禁止して貰いたい旨の口上書
が願書として提出された。その結果，3月に「当
春中書付を以て奉願候通，十九日之夜ニ入被仰
出候間，他所商人問屋着ニて小売仕被遣候儀，
不罷成ニ在々へも他所もの買い物仕間敷と被仰
付候。然上ハ当地之商人諸事高利をとらぬ様申
付，在方へ罷出候時分，商札御改可被成候間，
失念不仕様ニ急度可申付由，被仰付候」という
ことになった。すなわち，藩は両町商人たちか
 8）　宝永 3年「上田藩村明細帳」。
 9）　「原町問屋日記抜書」（上田市立図書館蔵）。
10）　「同抜書」。
らの願いを聞き入れ，領外商人の領内における
小売取引を禁止したのである。ただし，その代
わりに領内商人は，領内取引において売値をつ
り上げて不当な「高利」を得たりすることがな
いよう申しつけ，さらに在方での取引に際して
は必ず商札改めを行うよう，村役人に商人達の
公正な商取引指示や取引管理（商札改めなど）
の遂行が命じられた。
しかし，このような規制は，なかなか実効性
を持たなかったようにみえる。たとえば，元禄
5（1692）年 9月 21日の海野町の問屋日記には
「酒屋奉願候通，他所□御領内へ入り不申候様
昨日被仰出候ニ付，明日被仰渡候筈ニ候へとも，
御内意被御聞候昨日酒や中へ可申渡由被仰付候
間，四日ニ酒や中へ申渡候紺屋町孫兵衛呼寄候
て他領酒御領内入不申様ニ被仰候間，こんや町
中へも入り不申候様ニ急度可被仰付候由申談候
事」とされ，さらに，11月 25日には，「あめ
や太右エ門庄三郎願申候他所よりあめ売参り候
て永逗留いたしあめ売申候ニ付拙宅共渡世送り
可申様無之迷惑仕候由申候ニ付八右衛門殿と申
断じ町御奉行所へ達し海野町宿加右衛門方へ断
り候而追出し申候…」という記載もみられる。
長期滞在して飴を売る領外相人「あめや太右エ
門」への退去処置を通じて知られる領外商人の
入り込み情況は興味深い。そのような領外商人
の入り込み規制を求める城下商人達の動きの背
景には，「…町中商買物今後当金ニ可仕候，相
対ニて相延候とも七月極月の二季ニ可請取ニ而若
滞り候ハヽ役所へ可達候由被仰渡候」（同日記）
というように，次第に拡大する在方取引にもか
かわらず，上田城下の領内商人達の間で行われ
る商取引の代金決済の現金化を推奨したり，ま
た代金決済の延滞案件に対処するために「二季
払い勘定」ないし「盆暮勘定」の仕法定めを藩
に求めざるをえないような事態が生まれていた
のであった。
さらに元禄 6（1693）年 7月 3日には，「一
両町小間物商人其両人方迄申候ハ他所商人御領
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内へ入込候て商業いたし候儀御法度候被仰付被
下候へとも今ニ在ニ入込候て商売いたし候売惣
集候時分出入いたし可申候間，少々みのがしニ
仕候にと被仰付候へども，今ニ在ニ入込候て商
売候間，弥以て御法度被仰付候」などという記
載も残されており，藩による他領商人の領内入
り込み禁止にもかかわらず，実際には各種領外
商人達が城下に入り込んで商取引活動を行い続
けたことが読み取れる。
概して，仙石氏領時代の上田藩の市場活動管
理統治は，領外の商人達を排除して城下の商人
達に領内の排他的な商権を認め，主要商品の商
取引活動を城下の定期市取引のみに制限しよう
とするものであった。さらに領内城下の商人達
に対しては，取引する商品ごとの「商札」の保
持が義務づけられ，毎年一定額の商札代金を運
上として城下「御会所」を通じて藩へと納める
仕来りが形成されていた。ちなみに，商札は 1
枚あたり運上二朱と引き替えに下付され，宝永
2（1705）年には，城下の町々および房山村と
常田村の商人たちに対し 258枚が下付されたと
いう。商札を有する商人だけが「在方」の村々
での商い（小売）が可能となる一方，彼ら城下
商人達の在方における専横な商取引に規制が掛
けられたといえる。しかし，そのような藩権力
による取引活動の規制管理は必ずしも一貫した
制度として実施され続けたわけではなく，時間
の流れと共に規制内容や目的が変化していっ
た。
同時期，同じような内容の市場規制は，米穀
取引についてもみることができる。当時の米穀
市場の動向は不明朗な部分が多いのだが，たと
えば，元禄 5（1692）年 9月 21日の「問屋日記」
には「一他領米御当地ニ而売買仕候□御法度ニ候
被仰付候，岡木武右衛門様へ長岡伊右衛門様御
立会ニ而被仰候，則晦日の朝町年寄中立会申渡
候事…」とされ，他領米の移入販売は御法度と
して禁止されていた。さらに翌年の元禄 7
（1694）年には「米他領へ売候而遣申義堅御法
度ニ被仰付候，市へ罷出候小売迄袋かますニ入
候而出申分も…」として他領への「出米」，す
なわち米穀の他領移出販売も禁止されている。
元禄 9（1696）年にになると「雑穀抜買」が禁
止され，さらに元禄 10（1697）年には「他領
米商売」の禁止令が出され，「前々より被仰付
候へ共弥他領米商売堅無用ニ可仕候由則町御奉
行衆様より市日ニ御足軽衆御回シ急度御吟味可
被」と非常に厳しい管理体制も敷かれることと
なった。これら米穀雑穀の移出移入とその小売
取引の禁止は，年貢米相場を安定させることが
目的であるとされている。すなわち，17世紀
末までには上小地方（上田から小県に至る千曲
川流域）の年貢制度は幕領を中心として石代金
納制（徴収した現物米を市場で売却し，金納す
る制度）が採用されるようになり，藩領主側に
とっては他地域より高値水準にある松井田の相
場を基準とした石代直段が定められるように
なったという。上田領内の村々においても，徴
収した年貢米は北国街道の軽井沢を超えた松井
田宿へと輸送，売却されていたものと考えられ，
一般の米穀取引がそのような米の市場相場を壊
さないための取引管理として，他領米の移入禁
止や領内米の移出禁止を行ったと考えられる。
2-3.　 18世紀以降の上田藩領下の市場活動の変
化
すでに触れたように，1706（宝永 3）年，但
馬国出石へと転封させられた仙石氏と入れ替わ
りに，上田には但馬国から藤井松平系の松平伊
賀守（忠周）が入封した。松平氏は，仙石氏の
作り出した城下の統治支配制度を引き継ぐとと
もに，在方の村々もまた，仙石氏時代の郷方支
配を引き継ぎながら，城下とは異なる郡奉行の
支配下で統治を行った。実際には，当初は関東
地方の幕領支配方式に倣った「大庄屋」役をお
き，後にはそれを仙石氏時代以来の「割番」役
に置き換え，中間統治機構としての「組」支配
を行った。その統治は，すでに説明したように，
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領内を 8つの組に束ねるとともに，城下町，武
石村，川中島の村々をそれぞれ独立した支配単
位として，城下を統治する統治支配とは異なる
支配系列により，年貢徴収や宗門改めを二大業
務とする「郷方」ないし「在方」の統治支配を
行ったのである。このような在方の地域行政は，
藩の郡奉行・役人らとともに，「割番」役を各村々
の庄屋や村役人経験者らが交代で務め，個別の
村々を越えた「組」単位での利害調整や藩の行
政支配機構の運営，治安や災害対策といった問
題処理の任にあたったのである11）。
18世紀前半における松平氏の城下と「在方」
の市場活動管理の枠組みは，基本的に仙石氏領
時代のそれが受け継がれたと考えられる。しか
し，元禄 8年（1695年）年以来運野町から出
されながらも仙石氏時代には受け入れられるこ
とのなかった市立日の変更願い（一と六から，
三と八へ）は，松平氏領になった翌年の宝永 4
年（1707年）には聞き入れられ，宝永 5年正
月から，城下の原町と海野町の市立日が「一と
五と六と十」から「三と五と八と十」へと変更
されたのであった。松平氏は城下の商人達の取
引活動に対しては比較的親和性を持ちながら一
連の領内市場経済活動の管理をしていたようで
あり，以後，享保年間に両町の市立日の交換願
いが出された際も変更がそのまま認められてい
る。
周知のように，享保年間にはいると米相場の
低落傾向が次第に顕著となり，いわゆる「諸色
高値」の相場が社会問題化し始める。享保 14
（1729）年には幕府の物価引き下げ政策が出さ
れ，上田藩の藤井松平氏も譜代藩として幕政に
関わる立場上，幕府の物価政策に連動した地方
城下での物価管理政策が取られたといわれるが
詳細はわからない。ただし，元文 5（1740）年
の「原町問屋日記」には，「他所米付通し小諸
11）　長谷部弘・高橋基泰・山内太編『近世日本
の地域社会と共同性─近世上田領上塩尻村の
総合研究 I─』（刀水書房，2009年）。
江入候故，御領分百姓之馬持，松井田迄付送り
之仲馬商迄相減申候，春夏之内御免ニ而他所米
御入被下候得者，小諸之者其外所々之商人，買
入ニ御当地江罷越候義，相違無御座候。もちろ
ん他所米付込候商人，塩茶荷物当迄相調候ハヽ
…」という記載がある。ここから，他所（領）
米の小諸城下への中馬「付け通し」輸送が増加
し，松井田への輸送が減少していること。さら
に石代金納の基準となる年貢米の立値市場が松
井田から小諸へと移動しつつあり，小諸穀問屋
の台頭が顕著であること等々を読み取ることが
出来る。このような傾向から，小諸から上田に
かけての北国街道沿いの米穀取引が活発になっ
ていることを知ることが出来よう。
18世紀前半期における上田領内の新たな市
場経済化の動きは，17世紀末以降少しずつ普
及し始めた綿織物と篠巻・繰綿等の綿関連製品
を取り扱う商人達の取引活動と 1730年代から
増大し始める蚕種製造と販売を行う蚕種家たち
の取引活動とであった。まず綿関連商品の取引
であるが，繰綿小売商人たちの城下への入り込
み事例は，すでに元禄 7（1694）年には見いだ
すことが出来る12）。彼らの取引内容の実態はよ
く分からないのだが，多くは関西で生産・集荷
された綿や繰綿が繰綿小売商人達によって伊那
路・松本辺経由で城下へと持ち込まれたものと
思われる。当初は原町や運野町の太物商や織物
商に卸していた小売商たちは，次第に篠巻・繰
り綿等を城下周辺の在方の織屋層（百姓農家）
へも卸すようになり，城下で綿織物を扱う太物
商や織物商達とバッティングするような取引
チャンネルが新たに形成され始める。享保 13
（1728）年に原町・海野町の綿売問屋から綿織
物の規格となる木綿尺幅の不足を取り締って欲
しい旨の願が出されたのは，元禄年間以来懸案
事項となっていた城下綿織物業における製品規
格統一問題が，城下の織屋のみならず城下周辺
12）　『上田市誌・⑩城下町上田』95～96頁。
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の在方織屋層でも懸案事項となりはじめたから
であった。これが，宝暦年間に生じた「在町商
物一件」の原因となっていくのである。
さらに，時期を少しずらしながら 1730年代
以降，城下西方の上塩尻村，下塩尻村および秋
和村を中心に蚕種製造と遠隔地への蚕種販売商
いが始まる。後代信州の蚕種生産・販売の中心
地となる上塩尻村において，蚕種製造と販売活
動の痕跡が庄屋文書に現れるようになるのは享
保 17（1732）年が最初である13）。その後，元文
5（1740）年 6月中旬から 7月下旬にかけて，
村内の百姓 27名が蚕種商いのために北上州の
沼田・我妻および南上州の松井田・下仁田・高
崎辺へと出村するのを手始めとして，上塩尻村
の蚕種取引活動が本格化し始める14）。
この蚕種商人数は寛保 4年（1744）年には
29名となり，翌年以降，延享 2（1745）年，延
享 3（1746）年，寛延 2（1749）年，寛延 3（1750）
年，宝暦 2（1752）年と，毎年固定した 29名
が同じ地域の 5村落へと蚕種商いの旅に出かけ
ている。宝暦 3（1753）になると，蚕種商の人
数は 30人に増え，蚕種販売のために出向く地
域は北上州，南上州に加え，奥州福島辺へと範
囲が広がっていく。詳細はわからないのだが，
蚕種商いの活動範囲が大きく変化しつつあるこ
とが確認できる。宝暦 4年（1754）年には 31
人に増えると共に，それまで年一回であった旅
出回数が，6～7月と 10～12月の二回になり，
その後，明和安永期の飛躍的な商い人数の増大
（180戸中 120人）を伴いながら 19世紀の最盛
期へと至ることになる。このような百姓農家層
による蚕種の製造と販売の市場活動が開始され
13）　現存する上塩尻村の庄屋文書は清水助五郎
家文書が最も古いものであり，その庄屋文書の
中に最初に蚕種商の村外活動に関する記載が
現れる文書は，1732（享保 17）年「万願書並
出人請状控帳」である。
14）　元文 5年「万願書御注進書控帳」（清水助五
郎家文書）。以下，各年について，蚕種商人情
報の記載された同表紙名の帳面を用いる。
た上塩尻村は，上田城下から数キロ離れた領内
西端に位置する一農村であった。彼らの取引商
品が村内外の複合生業として製造される蚕種で
あり，販売先が関東筋であったため，綿製品の
ように城下の商人層の取引チャンネルとは直接
競合することのない市場構造だった。それが以
下に述べる「在町商物一件」のような城下と在
方の紛争には直接本格的に関わらないで済んだ
所以であろう。
　3.　 在方商人の市場活動と「幕藩体制」的市
場経済の対応
3-1．「在町商物一件」
以上のような 18世紀半ばまでの上田城下商
人層と在方百姓農家層による市場活動の展開を
受けて，「在町商物一件」と呼ばれた両者間の
商権紛争が何度か発生した。この紛争は，寛政
2（1790）年に「諸色高値」対策を諸藩に促し
た「触」をきっかけに上田領内で発生した寛政
3～12（1791～1800）年の十年近くにわたる城
下の問屋・商家と在町（城下周辺の町方化した
村々）との間の商権をめぐる係争事件である。
18世紀半ば以降「宝暦天明」期を画期とし
て拡大し始めた在方（＝農村地域）の市場経済
化の動きに対し，藩権力から商取引上の排他的
特権を与えられていた城下商人層が，台頭する
在方商人層に対する既得権益を主張し，申し立
てを受けた上田藩が，拡大する在方の商人達の
市場活動を無視することが出来ず，事実上在方
商人達の商権を認める裁許を下さざるを得なく
なったことから，この一件は，経済史研究史上，
「幕藩体制」下における市場経済の発展を示す
好例として論じられてきた15）。
ただし，そのような基本的図式だけで紛争を
辿っていくと，17世紀以来の上田藩による領
15）　前掲，安藤精一『近世在方商業の研究』（1958）
と雨宮由幾「藩流通構造の変化についての一考
察─信州上田藩を素材として」（1967年）。
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内の市場経済管理政策が市場経済の展開に対し
てどのように変化することになったのか，と
いった基本的問題を見逃してしまう。城下と在
町ないし在方の対立は，実際には，宝暦 11～
12（1761～62）年に顕在化した後，天明 2（1872）
年，寛政 3～12（1791～1800）年，文化 14（1817）
年，天保 5～14年（1834～43年）と争点を変
えながら再燃し続けた。それが終息するのは，
上田藩が，天保 14（1843）年 9月に株仲間解
散をめぐる紛争を決着させる目的で「町方制度
書」と「在方制度書」を出した後のことである。
ここでは，紛争の前提として，商権の対立の
背景に，「城下」商家層と「在町」商家層との
間には，商権をめぐる対立と共にもう一つ，城
下建設時の町割をめぐる固有の歴史事情が存在
していた事実に注目しておきたい。それは，紛
争時に「在町」と呼ばれた城下周辺の村々は，
実は仙石氏領時代の城下建設時に，城下の周囲
へと強制的に移住させられ，「城下囲いの在分」
として格付けされた村々だった，という事であ
る。宝永 3（1706）年に松平氏が新たな領主と
して上田に入封した際，常田村，房山村，山口
村，鎌原村，西脇村，生塚村，諏訪部村，新町，
秋和村の 9か村は，それぞれの庄屋・組頭の連
名で，仙石氏領時代には「城下囲いの在分」と
して屋敷年貢の免除等の城下商家層に準じた処
遇を得ていたので，それを継続して欲しい旨の
「口上書」を藩に上申している16）。
しかし，松平氏支配のもとではその訴願は入
れられることなく，「城下囲いの在分」の格と
特権も認められず，他の在方一般の村々と同様
の扱いを受けることとなったという17）。その意
味で，「城下」と「在町」の対立と紛争の背景
には，「在町」を「城下」とは区別された市場
活動上の特権を持たない「在方」として区別し
たい「城下」商家層の思惑と，かつて保持して
16）　「乍恐以口上書御訴訟申上候事」（旧『上田
市史　下』228～230頁）。
17）　『上田市誌・⑩城下町上田』21頁。
いた「城下囲いの在分」の格を意識する「在町」
商家層の構えが横たわっていたと考えるべきで
あろう。
以下，そのような諸条件を考慮しつつ，宝暦
の一件，寛政の一件，天保の一件を取り上げて，
在方における繰綿・篠巻・綿織物といった綿関
連製品の取引や蚕種の製造販売取引が盛んにな
る中で，藩の政策的枠組を崩さないまま，城下
（町方）商業と在方商業との紛争処理がどのよ
うに行われたのかという問題に絞って，その
時々の歴史的諸条件─寛政の改革，産物会所政
策，そして天保の株仲間解散令─にも目を向け
つつ，再検討してみることにする18）。
3-2.　宝暦 12（1762）年の「商向御取締」一件
宝暦 12（1762）年 3月と 4月，上田藩の裁
許により城下両町問屋と在町その他の村々との
間でなされた評議による「覚」が「在中一統」
に申し渡された。その内容は，①「在町」の村々
9ヶ村における 35軒の商家の暖簾掛け停止，
②在町その他の村々の商いにおける「城下問屋
同様之商売」の停止，そして③他領の「棒手振
18）　「在町商物一件」に関する基本資料は，「自
宝暦十二年至寛政十二年　在町商物一件留」
（佐藤嘉平治家文書 1-927）である。この資料は，
表紙に「宝暦之度より寛政之度まで　商物一件
発端之書類抜書」と記され，天保 14（1843）
年「卯五月改之」という添え書きがある。単な
る過去の記録の写しではなく，天保年間に生じ
た一連の係争事件を念頭に置いた証拠資料と
して作成されたものである。佐藤嘉平治家に残
された同名の資料は，「文化十四丑二月十九日
海野町原町目論見」（佐藤嘉平次家文書 1-932）
等十冊以上にのぼる（記録の対象年代や種類は
異なっている）。秋和村中島家にも同種の文書
が残されている。基本的に，天保 3年以降実
施された上田松平藩による産物会所政策と，天
保 14年のにおいて，過去の裁許を前提として
城下商家と在町「商家」との間で紛争が生じ，
それを解決するために作成された過去の記録
であろうと考えられる。
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商人」の領内入込の禁止，という三つの処置で
あった。
「商向御取締之書付」とされた文書が記すこ
の処置は，それまで上田藩が領内の城下と在方
を分断して行ってきた市場取引上の管理方針を
そのまま踏襲するものであり，それ自身は特別
新しいものではない。この処置は，実は前年末
に領内を吹き荒れた「上田騒動」において藩に
対して村々百姓達が突きつけた要求とともに，
城下の商人達からも藩に出した願いに対するも
のであった19）。騒動に対する慎重な対応迫られ
ていた上田藩にとって，城下両問屋から出され
た申し立てに対し，従来の市場取引の統治方針
を踏襲する建前を崩すことはできなかったし，
上田城下に隣接する「在々町並之者」達を城下
とは区別した在方村々として扱っている以上，
城下と同様に店を構え，暖簾を張り，城下問屋
同様の卸商いを行っているのであれば，これを
そのまま認めることはできなかったといえよ
う。
したがって，「前々より商致来り其上町方長々
致奉公耕作家業之事ニ候間商等致営事者其人々
覚悟次第ニ候」と記されているように，「在々
町並之者」一般については商いそれ自身を禁止
処分することはせず，名前のあがった 35軒に
ついてのみ，暖簾掛の差止めと城下問屋同様の
卸売商いの禁止を申し渡したのである。騒動の
中心にある村々が農業を中心とする在方の村々
であり利害関係を異にする以上，在町の商人層
（身分的には百姓層）はこの藩の裁許に対して
異を唱える情況にはなかったと言えよう。それ
が村役人と城下問屋との評議による処分を「覚」
19）　宝暦の「上田騒動」に関する基礎資料とし
て「上田縞崩格子」や「上田騒動実記」がよく
知られているが，騒動全体の歴史学的な展望を
得るには，横山十四男『上田藩農民騒動史』（平
林堂書店，1981年），および『上田市誌・⑫近
世の農民生活と騒動』（2003年）の第五章第二
節の考察が有益である。
として認めざるを得なかった理由である。ちな
みに，名前のあげられた村々とその商家は，踏
入村（3軒），常田村（9軒），山口村（2軒），
房山村（5軒），鎌原村（2軒），新町村（8軒），
秋和村（1軒），長島村（1軒）であり，すべて
ではないが，その多くが宝永 3（1706）年に「城
下囲いの在分」として名乗りを上げた村々で
あった。
3-3.　寛政の「在町商物一件」
3-3-1.　 寛政 2（1790）年の「公儀御触書」と
上田藩の対応
寛政 2年 2月，上田藩は幕府から「御触書」
を受け取った。これは，幕府が全国の幕領およ
び諸藩に実施を迫る「物価引下令」であった。
幕府内にあっては，松平定信による田沼時代の
弊風一掃を目的に，一連の改革（寛政改革）が
実行されつつあった。この「御触書」は，天明
の凶作から脱出した後，顕著となった「米価下
直」（米価低落）問題と「諸色高値」（諸物価高
騰）問題への対策を迫るものであった。前者が
幕府諸藩の年貢米売却に直結する江戸・大坂の
米穀市場問題であるとすれば，後者は農村工業
と結びついた在方商人や都市非仲間商人の増大
が生み出す新たな市場問題であったということ
もできる。幕府は，天明凶作後の米価高騰が終
息した昨今，米価低落にもかかわらず「諸色高
直」で取引されているのは，生産者達や商人達
が米価に応じて取引価格を引き下げず，「多分
之利得を心掛候故」であり「不埒」なこと，と
する。そこでさらに，凶作で米価の高騰した天
明 3（1783）年以降の米価の低下に応じて「諸
色＝諸物価」も引き下げるよう，仕入元，問屋・
仲買等商いを行う者達に申し付けることと，と
命じているのである。「此趣国々所々江も相触
候間諸色仕入元直段当引下不申或者買〆等之不
埒相聞候者，其最寄商人共より仲間之事たり共
可訴出候。尤訴出候者難儀ニ不相成様致遣し其
品ニ寄賞美もあるへく候…」ということで，幕
─　　─34（　　）166
領・私領を問わず各地に「触」れるので，商い
直段を引き下げず，買い占め等を行う者につい
て聞いている者は誰のことでも訴え出るよう
に，また，それが難儀なら「賞美（褒美？）」
も含めて対処すべく命じている20）。
5万 3千石の上田藩松平伊賀守は，石高こそ
「三百諸侯」ともいわれる当時の諸大名の中で
は 80位以下に位置するような中小大名の一つ
に過ぎなかったが，初代藩主以来，代々譜代と
して，京都所司代や老中（初代忠周），大内記（忠
愛），奏者番・寺社奉行・若年寄（忠順）と幕
府内の役職を勤めてきていた。寛政改革時の当
主は四代忠済であったが，上田藩は幕府からの
「触」に従い，同年 3月，領内の商いをしてい
る者すべてについて取引の実態を子細に報告す
20）　「寛政二戌年従公儀御触書之写」（「在町商物
一件留」佐藤嘉平治家文書 1-927）。この「触
書之写」は，寛政の改革に着手した松平定信ら
幕閣が，「米穀下直」と「諸色高直」に対処す
るため，幕府代官所および「私領」に向けて出
した「寛政二年の物価引下令」といわれている
法令である（『御触書天保集成』下，6106）。上
田藩の場合，「写」は「触」の末尾部分を乗せ
ていいないが，それは代官領主へ向けた文書
「右之通町々并遠国諸奉行所在々迄も厳重ニ申
渡候間私領之分ハ其領主より一統教諭を加へ
国産等元直段引下ヶ方其外諸色売買不埒之儀
無之ため別ニ掛り役員等申付為取扱候程ニ可
申付候右之儀ニ付てハ，町奉行御勘定奉行等よ
り掛合候品も可有之候尤此上元直段等不引下
候趨も相聞候ハヽ其領主之制令厳重ならさる
沙汰ニも至り可申候間精々厚く可被申付候/右
之通万石以上并老中支配之面々え可被相触候」
というものである。前掲中井『転換期幕藩制の
研究』（1971年）第三章は，この法令に依拠し
た江戸，大坂その他大名領で実施された調査報
告書に依拠して当時の商品流通の展開構造を
明らかにしようとしたものである。なお，幕府
の松平定信による寛政の改革に関わる政治過
程と政策構造の特徴については，竹内誠『寛政
改革の研究』（吉川弘文館，2009年）がすぐれ
た歴史学的分析を行っている。
るよう命じた。
その調査内容は子細に及ぶが，基本的に領内
仕入れおよびと領外販売の取引商品名，仕入場，
売渡場，国名の明細，さらに品目を上中下に分
類し，前年から当年 3月までの詳細な相場情報，
重量，駄賃，上中下の値動き，出入りの主な商
人名まで書き記す詳細なものであった。これら
の調査は村々において明細に詮議し，各組の割
番に書き留めさせ，藩の「役所」へと報告する
よう命じられた。もし虚偽報告をして後日露顕
した場合は厳しい処置がなされる旨が添えられ
ている。さらに，5月 20日に城下商人への多
葉粉（煙草）荷物送りに関する追加調査とその
報告，11月に下塩尻村からの酒造と豆腐につ
いての相場書提出に関する問い合わせの記録が
あるが，「一件」の書留には，各村々からの調
査報告の記録は残されていない。ちなみに幕府
は 8月までに江戸大坂を初めとする各幕領から
の報告を取得している21）。
これらの上田藩における調査は，領内におけ
る過去一年分の商取引の実態を調べようとして
いるだけであり，天明 3年以降の諸色相場の実
態調査により物価引き下げ処置を行うこととい
う幕府の「触」の趣旨とは大きく異なっている。
上田藩の調査の意図がどこにあったのかを確認
することはできないが，すくなくともこの調査
が，次に述べる「在町商物一件」が生じる歴史
的前提となったことは，後年（天保 14年）に「一
件」の資料を収集した上塩尻村庄屋の佐藤礼助
の認識と同様，ほぼ間違いのないことであろう
と思われる。
3-3-2.　寛政 3年 9月の「在町商物一件」
上田藩では，幕府からの「触」に従って実施
した領内商人達の商取引実態調査をきっかけと
して，思わぬ方向へと問題が飛び火することに
なった。すなわち，調査が行われた翌年の寛政
3（1791）年 4月 17日に，城下両町から「町続
21）　前掲中井『転換期幕藩制の研究』247頁以下。
─　　─35 （　　）167
在分見世多相成問屋同然ニ商売売捌候もの有之
候」ということで，藩に訴えがなされ，藩から，
塩尻組の割番が本件の吟味を自ら申し出るよう
にと命じられたのである。宝暦の「一件」がま
たぞろ再浮上することになったのである。この
時，塩尻組の割番は上塩尻村の西原金五郎で
あった。彼はこの時，上塩尻村とともに他の村
をも兼帯する庄屋であったから，領内各村の事
情に通じ，また藩からの信用も厚い村役人で
あったと考えられる。彼は，9月 29日になっ
てからようやく割番（上塩尻村西原金五郎）か
ら塩尻組村々へと伝達された。時間がかかった
理由を，御役所に宝暦二年の一件の記録がな
かったため，御奉行所から借用するのに時間が
かかった，と記している。
彼は，翌 10月に塩尻組内の関係する村々の
庄屋と連名で「口上書」を藩に提出した。その
中で，「近来上田町続当組之内町並ニ罷在候百
姓市場同様暖簾掛店商致尤其中ニ者問屋場同前
渡売等仕候故自然与市場商売差障ニも罷成候趣
町人より申上候由」として，城下の町人からな
された，近年塩尻組に属する上田町続きの町並
において百姓身分の家が城下市場と同じように
暖簾を掛け，店商いをし，中には問屋同様の掛
け売りを行って城下の市場問屋商売の妨害と
なっている，という訴えに対し，塩尻組の側か
らの弁明を展開している。すなわち，村々往来
筋で商売する者の吟味の結果，彼らは以前より
商いをしていた者，商家奉公人から独立した者，
病身で商いしかできない者どもであり，店数は
増えているものの，主に荒物（日用品）取引で
あり，繰綿，篠巻，太物を商う者でも昔からの
取引であって，近年に始めて町家の商いに迷惑
をかけるようになった者ではない。百姓が商い
をしたり，町人が耕作したりすることは「世上
一統之儀」なので，百姓の商いについて城下の
町人から訴えられることは迷惑である。暖簾掛
け商いは先年改めた通り 12軒以外は行ってい
ない。この旨口上書をもって申し上げる，とい
うのである。西原の口上は，宝暦天明期を通し
てその商取引活動を拡大し，経済的力量と共に
政治的力量を身につけるにいたった在方の百姓
農家層の実態を如実に示していると考えて良
い。
この口上書に対する藩の対応は，西原らの主
張に満足しなかった。西原が 12月 6日に役所
に提出した返答では，吟味は「御上之思召」な
ので，口上書を戻し，百姓層の商いがいつ頃か
ら行われているかを調べた書付を差し出す旨，
および年末は年貢収納や水損問題も抱えている
ので，暖簾掛けの「諸色商」店の改めについて
も来春まで時間が欲しい旨，訴えている。さら
に「諸色商」の店数として茶屋と豆腐屋を除い
て 75軒であること，暖簾掛の百姓家は踏入村
から新町村にいたる 8ヶ村 28軒であることも
申し添えている。しかし，藩の対応は厳しかっ
たようで，西原は同月中にさらに吟味を進め，
店商いの家々は当初からではなく最近になって
暖簾がけを始めたこと，また宝暦 12年時の暖
簾掛を許可された 12軒も現在までそのまま営
業を続けてきたかどうかは確認できない旨を報
告している。
その後，藩の裁可が下ったのは，翌寛政 4
（1792）年 10月の事であった。今回の「在町」
の商いに対する藩の処置は，宝暦年間のそれを
引き継ぐものであり，「御城下町続在分商人」
の暖簾掛については宝暦年間に許可された 12
軒以外は許されないこと，さらに「諸色渡売」
の商人は問屋と同じ商売をしてはならないこ
と，の二つを申し渡し，「宝暦十二午年申付置
候条弥堅相守候年月を経猥ニ相成候而者不相済
候」と厳しく戒めている。ただし，実際に暖簾
掛が許可されるのは，必ずしも宝暦年間の家々
の末裔ではないが現在「暖簾株」を持つ現在の
12軒であった。さらに，11月 10日にはこれら
「暖簾株」を持つ 12軒の名前を役所へと提出す
る際に，それ以外の店は暖簾こそはずさせるが，
「尤商之儀者是迄之通」として問屋同然の商売
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を「御制禁」と命じているだけで済ませている。
藩はこのようにして従来の原則を維持すると同
時に，在方百姓層の商いについては現状をその
まま認めたのであった。
翌 12月 15日，藩は「ふミ入村より諏訪部村
迄八ヶ村見世商致候者」を鎌原村へ集め，割番
から商物についての次のような箇条について申
し渡している。すなわち，
1）　見世商いと問屋商売の禁止
2）　 篠巻・繰綿をほぐして販売することは卸
売りなので禁止（咎あり）
3）　「暖簾掛」の禁止
4）　 「幕掛」によって暖簾に代替する行為も
禁止
5）　 炭売りは，小売についてはよいが，馬で
付送りすることは紛らわしいので禁止
6）　 品物を飾ったり広げたりして見世のよう
な売り方をすることは禁止
7）　 肴屋は別段申し付けるが，「越後より参
候荷物買受候義決而不相成」ことは禁止
といった内容である。基本的に，禁止する内容
は，基本的に城下商家と同様の商い（店構え・
卸売業・宿駅制に基づく陸運）をすることの禁
止であり，小売り商いは自由であった。これは，
上田藩が，城下市町商人たちに対するを受けな
がら，城下商人を中心とした「幕藩体制的市場
構造」を維持しようとしたことを意味している。
また，歴史的ないきさつと町割上城下と隣り
合っているので，柳町の見世商いについては城
下商家と同じ扱いにする旨，申し渡された。こ
れに対し，鎌原村に集まった庄屋組頭長百姓立
ち会いの上，役人と商人百人余が「一統承知畏
被仰之趨相守可申旨…承之請答相済」したとい
う。
しかし，城下「町方之者」はこれに満足せず，
両町問屋に在町の商家を「取縮度」と願出て，
御徒士目付衆に「在見世」と「買置商物」の改
めを行わせた。それぞれの商家を回り，帳面を
取り上げて商物を調べ，違反のあった「土蔵代
呂物」に封印をして組合に預けさせるというそ
れまでにない乱暴な行為に及んだという。これ
に対し，塩尻組の庄屋は 12月 22日，奉行所宛
に「口上書」を出し，このような事前に案内も
なく帳面を取り上げて取引商品の吟味をするこ
とは「迷惑至極」であり，村方の批判が強く，「以
来村々相治り申間敷」状況のため，「村役難相
勤奉存候ニ付幾重ニも右之趣御考弁を以て」対
応してもらいたいと申し出た。しかし，さらに
大晦日には御徒士目付中による松代商人荷物の
差留が行われ，正月に掛けて村々商人が「見世
商被相止候而者極難之旨」を庄屋元へ願い出て
「夜々立騒村役人も迷惑いたし迚も相治り難く
趣」という情況が現出してしまった。その後も
3月まで在方商人への強引な改めが続き，秋和
村で篠巻が御封印され足止めされる事件等も生
じた。商業化した農家群が城下周辺に広がって
いる以上，在町に対する藩の処遇は，在方市場
一般に対する処遇となる。在方の村々は，それ
に対する異議申し立てを行って対立が激化する
ことになった。
寛政 5（1793）年 3月 9日に出された「御触」
は，このような騒然とした情況の回復を狙った
ものであった。そこでは，まず，以前より藩が
とってきた市場取引統治の原則を確認し，商い
稼ぎの百姓達に対して町人達と同様の商売（卸
売）をしてはならないこと，町続きの在分で近
年増加した商人は特に「買置并渡売ヶ間敷」商
いや暖簾掛等をしてはならないことが言明され
る。その上で， 1） 村方の者が許されるのは「せ
り売り（行商）」と小売である，2）村方の者は
他所からの直仕入れは禁止され町方から仕入れ
なければならない，3）城下の町屋で商い奉公
をした者でも村方に済めば百姓農家と同様であ
ること，4）茶屋商売はこれまで通りかまわない，
5）町方の請売をする場合は届け出ること，6）
材木商売はこれまでどおりでよい，7）商い物
を買込置き相場を見て売り払う行為はしてはな
らない，8）大量の商い物を大量に買い込んだり，
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商取引上の預かり物をしてはならない，9）在
方での質商売は届け出ればかまわない，10）在
方から市場へ持ち出す物を途中で売却してはな
らない，11）他所商人を在方に宿泊させてはな
らない，と禁止規定を並べている。
このような詳細な規定が出されるようになっ
たことは，取締を厳しくしているように見える
が，実際には，それだけ在方における市場取引
が一般化しはじめていることを示しているわけ
であり，17世紀仙石氏時代に見られたような
在方を市場活動から遮断するような統治はもは
や不可能になっていることを示している。卸売
り以外の小売活動や金融活動は原則として制限
なくできるわけであり，上田藩は，これまでの
厳しい禁止処置を撤回し，従前の通りに在方取
引を行ってよい，とすることによって，事態の
決着を図ったとみることもできよう。
われわれが注目して置かなければならない事
実は，同年 5月 9日に出された「御触書」にお
いて，「出買いのこと」と「奥州蚕種類仕入并
農具小間物売薬之事」について「先達而停止ニ
申付置候所此節甚差支難儀之趣相聞候ニ付差免
候間是迄之通可相心得候」という許可が出され，
蚕種商人たちの出買や仕入れが公定されたとい
うことである。製造して販売するという蚕種家
の市場活動が，ここで自由に行えることになっ
たことは，その後の上塩尻村の蚕種業の発展に
大きな影響をあたえることになったといえよ
う。
以後，在方の商取引については藩との間で断
続的に行われるが，寛政 8（1796）年 12月塩
尻組から提案がなされ，以後議定へ向けて話が
すすむことになる。寛政 9（1797）年 3月 27
日藩から「御書付」が出され，宝暦「差免置候」
者以外について「商致来候者共是迄之通申付
候」。しかし，商いは「手広」にやってはいけ
ない。さらに，問屋と同じような売渡や仕入れ
は禁止でありすべて町方から仕入れなければな
らない。さらに，「在中手業之絹・紬・木綿他
何ニよらす自分ニ而売捌候儀者勝手」とされ，
在中商店取引商品を取引する場合は割番，問屋
世話役の許可必要とされる。また，他所商人の
領内入込止宿は禁止（町・村同時）。「商物買〆」
は禁止。商いは禁止しないが，「百姓之業を専
ニ可致候」。丑年（三年前）以降の「商始」お
よび「相続」は禁止。町方と「和融」して商い
をすること。指示の内容は以上のようなもので
ある。
前年寛政 5年 12月の「触」の規定と重なるが，
藩は，原則のみ示し，在方と町方の当事者の和
解に任せようとする姿勢を強くしている。その
後城下問屋筋と塩尻組の交渉が続くが，12月
末に破談寸前になりつつも晦日に急転合意し
た。寛政 10年正月には塩尻組側からの和融条
件として，直仕入ないし売渡は双方共に片荷の
み許されること，商いの店の禁止は今年の者ま
で許可すること，穀類・豆・多葉粉の取引を認
めること，が出され，以後，この方向で申し合
わせをすることになった。在方の市場経済化野
進展ぶりは，その在方商店数の増大からも確認
することができよう。寛政 10年（1798年）6
月時点で，上田城下外の塩尻組の村々における
「見世店」数は，踏入村 18軒，常田村 68軒，
山口村 39軒，房山村 82軒，鎌原村 12軒，西
脇村 19軒，新町村 43軒，諏訪部村 13軒，生
塚村 12軒，秋和村 9軒，守塩尻村 12軒，下塩
尻村 13軒と，合計 340軒を数えている。城下
東部入り口（踏入村）から領内西端（下塩尻村）
まで北国街道筋沿いにほぼ集落毎に「見世店」
が開設されていると考えて良い。近世期におけ
る城下町場（商業地域）の外延的拡大現象がみ
られるのだが，それまでは上田藩の統治原則が
直接的対応を許さなかった22）。しかし，寛政 11
（1799）年，塩尻組の一部である房山村，山口村，
常田村といったかつて仙石氏領時代に「城下囲
いの在分」として特別な在分であった村々の一
22）　同年「見世店数御改帳」（秋和村中嶋弘爾家
文書）。
─　　─38（　　）170
部は，宝暦・天明期以降の市場経済活動の展開
を受けて，城下へと組み込まれることになった
のである。もちろん，これが「城下商」と「在
町商」との対立を解消するために上田藩がとっ
た城下「町場」の領域を拡大する方策であった
ことはいうまでもない。
この間，上田領内塩尻組の村々においては，
主として二つの大きな農村工業をベースとした
市場経済活動が展開していた。一つは全国的な
綿織物需要の拡大を受けて当地方でも拡大する
綿関連製品の生産と取引である。城下在町とそ
の周辺の在方村々を中心に，西部松本辺から
入ってくる綿取引商人たちと結びつきながら，
当地方でも繰綿や篠巻の取引が行われ，綿関係
の加工や綿織物の生産が行われるようになる。
背景に問屋制的に組織された在方百姓農家層の
複合的生業活動があるのだが，彼らの営業の実
態は，村外から流入する「職人」達の存在とそ
の治安規制から推察する以外，詳細はよくわか
らない。少なくとも城下太物商等の綿関連取引
とは別の取引経路を持っており，それが寛政の
「商物一件」における城下問屋層による「在町」
商家排除を生み出す大きな原因となっているよ
うに考えられる。
もう一つは，特に上田領内西端の上塩尻村・
下塩尻村・秋和村を中心とする蚕種製造とその
遠国販売（主として北関東の村々）活動の拡大
である。1730年代から始まる当地方の蚕種取
引は，欧州蚕種の仕入れ販売活動をその取引活
動の内部に埋め込みながら発展拡大し，この「一
軒」が発生する天明・寛政期から，特に上塩尻
村を中心として蚕種家といわれる蚕種の製造と
仕入れ・販売活動を行う在方商人を多く排出す
ることになる。寛政 11（1799）年に上塩尻村
や秋和村の蚕種家達が中心となって信州蚕種仲
間である神明講が結成されるのは，それを象徴
する出来事であるといえよう。蚕種商いの最盛
期にあたるこの時期，上田藩も，「在町商物一件」
によって顕在化した領内の商業流通の管理統治
問題の中に，蚕種製造という百層農家の生業活
動に基礎を置く蚕種商い活動をどのように位置
づけるか，判断に窮していたものと思われる。
しかし，上述の寛政 5（1793）年 5月 9日の「御
触書」において示されているように，蚕種商い
は他の在方商いの多くと同じように城下問屋商
人とは異なる小売取引として扱われ，規制の外
側におかれることとなった。以後，幕末の産物
会所政策の中で規制の対象となるまで，上田の
蚕種家達の活動は，在方百姓層の商取引として，
藩の流通規制から自由な展開を可能とせしめら
れたのである。
このような「農村工業」と結びついた商取引
以外にも在方百姓農家層の商いとして材木取引
から豆腐・酒の製造販売にまで至る多種多様な
取引活動が展開しはじめていたわけで，これら
の多くが小売りに属する商業として藩の管理対
象外の処置がなされた。
3-4.　 天保年間における上田藩の産物改所・産
物会所政策と「在町商物一件」
天保年間における上田藩の市場経済統治政策
は，産物会所および産物会所政策によって大き
く転換する。まずこの政策について触れておき
たい23）。そもそも上田藩が流通管理政策として
の産物改所政策は文政 8年頃より藩内で論じら
れ始めたものであり，天保 4（1833）年 2月 7日，
領内の城下および在方の村々に対して産物改所
開設の達を出したことによって具体的に始ま
る。
前年の天保 3（1832）年 10月，上田藩は絹
紬や生糸の取引に改印制度を実施するための
「絹紬改所」設置について原町海野町両問屋を
会所に呼び，町奉行，郡奉行，勘定奉行列席の
上，「御領分産物取締手段書」を渡して両問屋
23）　以下，旧『上田市史』下，15～16章。なお
吉永昭『近世の専売制度』（吉川弘文，1968年），
第二の 4「信越諸藩について」における上田藩
の専売制度の概説が適切である。
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に産物改所頭取を申しつけた。産物改所政策の
開始である。しかし，両問屋は 11月 2日に口
上書を以て町方熟議の上での一両年の設置延期
を願い出た。しかし，藩はこれを聞き入れるこ
となく，翌年 2月 6日改所設置，3月 1日両町
月替担当による「改め」開始を決定した。天保
4年の年は折悪しく夏以降天候不順が続き，い
わゆる天保の凶作に突入していく年なのだが，
在方や城下で生産・取引される絹紬や生糸，帯
等は順調であり，上田藩による産物会所政策は
一定の成果をあげることとなる。われわれはこ
こに凶作ダメージに苦しむ農業の世界とは独立
した市場取引の世界が存在していた事を知るこ
とができる。それを踏まえ，藩は，天保 5年（1834
年）5月以降，木綿物も産物改の対象とするた
め，「産物絹紬糸改所」を「産物改所」として
本格的な流通管理政策に取り組むことになる。
その後の運営実態はよく分からない。天保 15
（1844）年 5月末に改所を城下大手前に新築し
て移転といわれ，両町問屋の改方頭取を廃止し，
新たに洗馬組割番久保清左衛門，浦野組割番林
藤四郎を取締方とし，町方 3人在方 3人の改方
体制にしたといわれる。
その後改所の帰趨はよく分からないことが多
いのだが，藩内経済改革の一環として，産物改
所政策の経験を踏まえ，領内産物の藩外移出を
めざし品質向上と改料収入増加とを目的とした
「産物会所」が設置されることとなった。安政
4（1857）年 4月のことである。当初城下海野
町に置かれ藩の産物掛を設置し，7月には原町
にも開設されることとなる。特産物生産移出を
政策的にめざすこの産物会所の設置は，藩主の
忠固（忠優）がその生家である播州姫路藩で実
施していた産物会所政策を模倣したものともい
われ，上田藩の領内市場経済活動統治政策の歴
史上，その政策態度を市場取引活動への積極的
な支援に転換する一大契機となったと位置づけ
られよう。
ところで，城下町方と在町ないし在方との間
の商権をめぐる対立は，寛政 12（1800）年以
降も，城下問屋筋と在方の塩尻組との間の紛争
として，文化 14（1817）年の原町海野町の申
立24）とそれに対する塩尻組の対応事例のような
形で幾度か再燃した。しかし，藩による市場取
引活動統治の観点からすれば，基本的な構図は
その後大きく変更されることはなかった。この
「一件」が上田藩領内において最後に決着する
のは天保 14（1843）年 9月のことである。最
後にこの顛末を見ることにしたい。事の発端は，
天保 12（1841）年 4月に踏入村庄屋平尾忠助
と下塩尻村庄屋滝沢半右衛門を総代とする訴訟
人（塩尻組 12ヶ村庄屋全員からの添え状あり）
によって，海野町と原町の問屋・年寄を訴訟相
手として，「商物〆売〆買之目論見被致候ニ付
難渋出入」と題した訴訟書が奉行所宛に出され
た。この訴訟内容を端的に言ってしまえば，過
去の一連のいきさつを前提に，城下の町商人達
が〆買〆売をして塩尻組の在町在方の村々の在
方百姓の商いを妨害しているから藩に何とか処
して欲しい，というものである。別の視点から
見れば，もはや在町や在方の百姓農家の商い人
の取引内容が，城下の町問屋商人と大差ないも
のとなり始めており，危機感を覚えた城下の町
商人層による繰綿・篠巻等の中馬荷物差留や取
引停止等悪評の流布，そして肴問屋を含む町方
商人の在方商い人への小売拒否や買入の拒否な
ど各種妨害行為が頻繁に行われるようになっ
た，そのような事態に対して問題解決を求めて
起こした訴訟であった。町方と在方との間に生
じた市場取引活動の断絶は，反権力の介在なし
には解決不能になっていたといってよい。その
後二年余の歳月を費やしてたどり着いた結論
が，天保 14年 9月に定められた以下のような
「在方制度書」と「町方制度書」であった。
24）　文化 14丑年 2月 19日「海野町原町申諭覚」（佐
藤嘉平次家 1-932）。
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在方制度書
今般作間商制度改革申付候都而問屋同様之商
者素より可致謂無之仲間組合を立規定取極直談
等申談〆売〆買ニ相当候儀急度停止申付候猶去
寅九月中従公儀在方江被仰出御触ニ準じ御家政
之趣追々申付候間其旨相心得厳重ニ相守可申候
事
一　 在中是迄作間商い多く来筈ハ其儘商差免置
候間此度公儀厚御趣意ニ基分限を篤与弁身
分ニ従ひ本業相励候上余業之商いたし候共
在方并其身ニ不相当之儀急度停止申付候御
領分産物者直買他所売差構不申候得共可成
丈直安ニ売出し可申候品物払底之節者他所
売見合小売差支不申候様可致候他国之産物
を取集置致商売候者町人之職分故旁日曜之
品塩茶水油之類□農具たりとも他之産物者
御城下市場ニ而仕入可致候売捌方之義者他
所渡売迄差構不申候惣而新製ニ而形宜之品
製作不相成古来より有来候実用之品製作い
たし作間之商人迚茂同様実用之品直安ニ売
出シ候儀肝要ニ心掛商いニ傾き本業ニ怠候
様ニ而者決而不相成都而不相当之義無之様厳
重ニ相守可申候
 一　 市場目当ニ持出候品市場外にて買取候儀
前々之通停止申付候
一　商相始候儀以来不相成候事　
　　　但　 願立之上時宜寄差究候義茂可有之候
間願上委細ニ認可願出候
一　 暖簾掛商致し候儀并是迄目障与唱候暖簾同
様之品掛候儀等以来不相成候事
　　　但　 古来より之市場者格別御城下続之村
方者願立候上者時宜ニ寄差免可申候
　　　　　宿場温泉場等者右ニ準候事
右之趣永之無遺失相守可申猶追々御制度申付候
儀茂有之候間其旨相心得可申候若等閑ニ相心得
候者於有之者急度糺之上厳料ニ可申付候
　閏　九月
町方制度書
今般作間商制度改革申付候都而問屋組合仲間与
唱規定取極直談等申談同商売又者素人之仕入ニ
相差障之外前金差遣仲買与申談買集囲置或者差
直段相持候而売出候類并市法与申立候義茂〆売
〆買ニ相当候儀者以来急度停止申付候段公儀御
府内町々江被仰出候御触ニ準じ御家政之趣猶
追々之申付候間其分相心得厳重ニ相守可申候事
 　但　品物払底之節者卸方者見合候而小売不差支
候様可致候市場目当ニ持出候品誰ニ而茂買込売
出候儀者差構不申候得共仲間組合を立直請等申
談候儀者惣而停止申付候是迄之穀問屋者肴屋与唱
可申候事
一　都而売買物并政策之品真安実用専心掛新製
ニ而手数遣り宛繁高科之品売買制作とも不相成
商者本業ニ候得共執茂分限を弁候儀肝要之事ニ
候間身分不相応之儀決而致間敷候都而売物直安ニ
売出候儀商人之職分ニ有之候得者外々より猶一
段直安ニ売出候得者市場繁盛致し候儀勿論之事
ニ御座候間実用之品直安ニ売出候用猶々心掛可
申候事
一　出買之儀是迄之通停止申付候
右之趣永々無遺失相守可申候猶追々御制度申付
候儀茂有之候間其旨相心得可申候若投函ニ相心
得候者於有之者急度科之上厳料可申付候
　閏　九月
すなわち，在方町方とも詳細な商い制度を定
めるのではなく，本来在方百姓としてあるべき
態度と商人としてあるべき態度を確認し両者の
分を守るべし，との「制度」原則を確認してい
るといってよい。実質的には当事者間の相対で
の妥協に譲ったというわけである。ここに，上
田藩の市場活動の管理統治は，「幕藩体制的」
な強靱さを喪失し，市場活動の主体である城下
商人や在方商い人の手に委ねられる最後の局面
を迎えたのであった。
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　4.　結　　　論
以上，上田藩の市場管理統治に焦点をあてな
がら，17世紀上田藩仙石氏領下における「幕
藩体制的市場経済」の基本形を確認し，次に
18世紀半ばにおける「在方」商業の展開とそ
こで生じた「在町商方一件」発生の構図につい
て論じ，最後に寛政年間から天保年間における
この一件の歴史的位置付けを論じてみた。総じ
て，18世紀末葉に生じた上田藩の「在町商物
一件」とは，その上田藩による在方商人の活動
に対する詳細な活動規制が展開されたという意
味で，17世紀に形成された「幕藩制的」とも
いうべき城下町場商人中心の領内市場経済管理
体制から，藩の市場管理が緩和する 19世紀的
市場社会への劇的な転換を意味する紛争一件で
あったと位置づけることも可能である。この一
件に際しての藩による在方商いに対する妥協こ
そが，その後の幕末的な市場世界を生み出す一
大要件だったわけであり，近世農村社会の市場
経済化とは，このような軋轢を経てはじめて実
現するものでもあったのである。
（本論考は，長野県上田氏の旧上塩尻村に関す
る総合研究の一環をなすものであり，平成 28
年度科学研究費補助金基盤 B「市場経済形成期
における村落的共同性の社会経済史的比較研
究」（課題番号 25301028，研究代表者 : 長谷部
弘）の研究成果の一部をなすものである）
